
- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田野町人事行政の運営等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

第１章  職員の給与・定員管理の状況  
１  総括  

（１）人件費の状況  

（２）職員給与費の状況  

（３）ラスパイレス指数の状況  

（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況  

（２）職員の初任給等の状況  

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況  

 

３  一般行政職の級別職員数の状況  

（１）  一般行政職の級別職員数の状況  
（２）  昇給への勤務成績の反映状況  
 

４  職員手当の状況  

（１）期末手当・勤勉手当  

（２）退職手当  

（３）時間外勤務手当  

（４）その他の手当  

 

５  特別職の報酬等の状況  

６  職員数の状況  

（１）  部門別職員数の状況と主な増減理由  
（２）  年齢別職員構成の状況  
（３）  職員数の推移  
 

第２章  職員の任免及び職員数に関する状況  

１  任用の状況  

（１）  採用者数  
（２）  退職者数  
 

第３章  職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

１  勤務時間  

（１）  勤務時間等  
２  休暇の種類  

（１）  年次有給休暇  
（２）  病気休暇  
（３）  特別休暇  
（４）  介護休暇  
（５）  組合休暇  
３  育児休業  

（１）  育児休業  
（２）  部分休業  
 

第４章  職員の服務等の状況  

１  年次有給休暇等の取得状況  

２  育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況  

３  懲戒処分等  

 

第５章  職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

（１）研修の状況  

 

第６章  職員の福祉の状況  

 

（１）  健康診断の実施  
（２）  公務（通勤）災害の発生状況  
（３）  互助会等   
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第１章 職員の給与・定員管理の状況 

 

１  総括  

 

 (１ ) 人件費の状況（平成 27 年度普通会計決算）  

住民基本台帳人口  

(平成 28年１月１日）  

 歳  出  額  

Ａ  

実質収支  

 

人  件  費  

Ｂ  

人件費率  

Ｂ／Ａ  

(参考 ) 

平成 26年度  

の人件費率  

              人  

2 , 8 2 9  

千円  

3 , 0 3 6 , 4 0 6  

千円  

3 1 , 2 2 4  

    千円  

4 0 3 , 9 4 9  

      ％  

1 3 . 3  

         ％  

1 6 . 2 6  

 

 (２ )  職員給与費の状況（平成 27 年度普通会計決算）  

職員数  

    Ａ  

給      与      費        

 

 

 

 

(参考 )一人当たり給与費  

Ｂ／Ａ  給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当   計  Ｂ  

    人  

4 7  

    千円  

1 5 0 , 2 4 4  

    千円  

2 3 , 6 3 4  

    千円  

4 8 , 3 1 2  

    千円  

2 2 2 , 1 9 0  

千円  

4,727 

（注）１  職員手当には退職手当を含まない。  

２  職員数は、平成 27 年４月１日現在の人数である。  

 

 (３ ) ラスパイレス指数の状況  

 

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100として計算した指数。  

２  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものである。  

３  平成 25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置  

がないとした場合の値である。  
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※  平成２８年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、

②３年連続で上昇している場合、③ 100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み  

高齢層職員の退職、職種区分間の人事異動による増  等  

 

(４ ) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①給料表の見直し  

［  実施  ］実施時期 (平成 29 年 4 月 1 日）  

 

 

 

 

③その他の見直し内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 28 年４月１日現在） 

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区  分  

 

平 均 年 齢      

 

平均給料月額  

 

平均給与月額  

 

平均給与月額  

(国比較ベース ) 

田野町     35.1歳      266,191円     289,964円     288,254円  

高知県      43.3歳      324,341円     390,189円  345,330円  

国      43.6歳      331,816円  ―     410,984円  

 類似団体      43.2歳      330,689円     418,752円     372,775円  

 

 

 

 

 

 

 

（給料表の改定実施時期）平成２９年４月１日  

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、国基準の給料表に切り替え。激

変緩和のため、平成３０年３月３１日まで経過措置（現給保障）を実施。  

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。  

一般職の職員の給与に関する条例の一部を県と同様に見直しを実施。（平成２８年４月１日実施）

また、単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２８年４月１日実施）  

 



- 5 - 

 (2) 職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）  

区     分  田野町  高知県  国    

  

  

  

  

一般行政職  

 

大  学  卒  

 

172,600円  

 

180,400円  

総合職  190,200円  

一般職  176,700円  

 

高  校  卒  

             

146,700円  

 

146,700円  

          

144,600円  

 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）  

（注）１  経験年数とは、採用前に民間企業などに勤務した期間がある場合は、その期間を換算し、採

用後の勤務期間に加算した年数をいいますが、学業卒業後に直ちに採用された場合は、採用

後の年数をいいます。  

   ２  総務省が定める公表様式による階層区分は、経験年数が 10 年・20 年・25 年・30 年であるが、

それぞれ該当者が少数のため、近似の 5 年範囲の平均数値を記載。また、数値を記載してい

ない欄は、該当者がいないため記載してないもの。  

 

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 (１ )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２８年４月１日現在） 

区  分  標準的な職務内容  職員数  構成比  
１号給の  

給料月額  

最高号給の

給料月額  

１級  主 事  7人  15.2％  138,900円  244,000円  

２級  主 幹  9人  19.6％  188,900円  309,500円  

３級  係 長  13人  28.3％  224,800円  356,700円  

４級  課 長 補 佐  9人  19.6％  262,200円  390,400円  

５級  課 長  6人  13.0％  289,500円  402,800円  

６級  課 長  2人  4.3％  320,900円  424,900円  

計  46人  100％  －  －  

  （ 注）１  ○○市区町村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

    区     分  経験年数 10年以上  

15年未満  

経験年数 15年以上  

20年未満  

経験年数 20年以上  

25年未満  

経験年数 25年以上  

30年未満  

一般行政職  
大  学  卒  255,300円  317,200円  ―  407,600円  

高  校  卒  ―  264,600円  322,100円  354,800円  
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況  

平成 28 年 4 月 2 日から平成 29 年 4 月 1 日  

までにおける運用  

田野町  国  

管理職員  一般職員  
特定管理  

職員  
一般職員  

イ  人事評価を実施した  ○  ○  ○  ○  

 

標準に加え、上位及び下位の区分も適用  ○  ○  ○  ○  

標準に加え、上位の区分も適用          

標準に加え、下位の区分も適用          

標準の区分のみ適用          

ロ  人事評価を実施していない      

 



- 7 - 

 

４ 職員の手当の状況  

 

 (1) 期末手当・勤勉手当  

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）  

勤 務 成 績 は 、 「 特 に 優 秀 」 、 「 優 秀 」 、 「 良 好 」 、 「 良 好 で な い 」 の ４ 段 階 に 区 分 。

成 績 率 は 、 職 務 に つ い て 監 督 す る 地 位 に あ る 者 に よ る 評 価 に 基 づ き 、 任 命 権 者 が 決 定

。  

 

田野町  高知県  国  

１人当たりの平均支給額  

（平成 27 年度）  

        1,098 千円  

1 人当たりの平均支給額  

（平成 27 年度）  

1,546 千円  

 

－  

（平成 27 年度支給割合）  

  

 期 末 手 当  勤 勉 手 当  

6 月 期  1 . 2 0 月 分  

( 0 . 6 4 月 分 )  

0 . 7 月 分  

( 0 . 3 5 月 分 )  

1 2 月

期  

1 . 3 5 月 分  

( 0 . 7 3 5 月 分 )  

0 . 7 月 分  

( 0 . 3 5 月 分 )  

計  2 . 5 5 月 分  

( 1 . 3 7 5 月 分 )  

1 . 4 0 月 分  

( 0 . 7 月 分 )  
 

（平成 27 年度支給割合）   

 

 期 末 手 当  勤 勉 手 当  

6 月 期  1 . 2 0 月 分  

( 0 . 6 4 月 分 )  

0 . 7 月 分  

( 0 . 3 5 月 分 )  

1 2 月 期  1 . 3 5 月 分  

( 0 . 7 3 5 月 分 ）  

0 . 7 月 分  

( 0 . 3 5 月 分 )  

計  2 . 5 5 月 分  

( 1 . 3 7 5 月 分 )  

1 . 4 0 月 分  

( 0 . 7 月 分 )  
 

（平成 27 年度支給割合）    

        

 期 末 手 当  勤 勉 手 当  

6 月 期  1 . 2 2 5 月 分  

( 0 . 6 5 月 分 )  

0 . 7 5 月 分  

( 0 . 3 2 5 月 分 )  

1 2 月 期  1 . 3 7 5 月 分  

( 0 . 8 0 月 分 )  

0 . 8 5 月 分  

( 0 . 4 月 分 )  

計  2 . 6 0 月 分  

( 1 . 4 5 月 分 )  

1 . 6 月 分  

( 0 . 7 5 月 分 )  
 

 

（加算措置の状況）  

職務上の段階・職務の級等による加算措置  

・役職加算  ５％～１５％  

 

（加算措置の状況）  

職務上の段階・職務の級等による加算措置  

・役職加算  ５％～２０％  

・管理職加算  １０％～２０％  

 

（加算措置の状況）  

職務上の段階・職務の級等による加算措置  

・役職加算  ５％～２０％  

・管理職加算  １０％～２０％  

 

(２ ) 退職手当（平成２８年４月１日現在）  

田野町  国  

 

（支給率）      自己都合     勧奨・定年  

 

勤 続 2 0 年            20.445月分    25.55625月分  

 

勤 続 2 5 年            29.145月分      34.5825月分  

 

勤 続 3 5 年            41.325月分        49.59月分  

 

最高限度額        49.59月分         49.59月分  

 

その他の加算措置  

・ 定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置 （ ２ ～ ２ ０ ％ ）  

 

（支給率）    自己都合     勧奨・定年  

 

勤 続 2 0 年         20.445月分    25.55625月分  

 

勤 続 2 5 年         29.145月分      34.5825月分  

 

勤 続 3 5 年         41.325月分        49.59月分  

 

最高限度額      49.59月分        49.59月分  

 

その他の加算措置                         

・定年前早期退職特例措置（２～２０％）  
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(3) 時間外勤務手当  

支給実績（平成 27年度決算）                        8 , 1 6 0千円  

職員 1人当たりの平均支給年額（平成 27年度決算）                        2 2 7千円  

支給実績（平成 26年度決算）                7,653千円  

職員 1人当たりの平均支給年額（平成 26年度決算）                 2 0 7千 円  

 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ 27 年度決算）」と同じ年度の

４月１日現在の総職員数（管理職員等を除く。）である。  
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(4) その他の手当（平成２８年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容  支 給 単 価  

国 の

制 度

と の

異 同  

国 の 制 度 と 異

な る 内 容  

支 給 実 績  

( 2 7年 度 決 算 )  

支給職員１人

当たり  

平均支給年額  

（ 27年度決算

）  

管 理 職 手 当  管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員

に 対 し て 支 給  

 

同  －  2,738千円  342,250円  

扶 養 手 当  扶 養 親 族 の あ る

職 員 に 支 給  

・ 配 偶 者    1 3 , 0 0 0円  

・ 配 偶 者 以 外   

6 , 5 0 0円  

・ 配 偶 者 の い な い 扶 養 親 族

の う ち 1人   

1 1 , 0 0 0円  

(扶 養 親 族 の う ち 1 5歳 に 達

す る 日 以 後 の 年 度 初 め か

ら 2 2歳 に 達 す る 日 以 後 の

年 度 末 ま で の 間 に あ る 子 1

人 に つ き 5 , 0 0 0円 を 加 算 )  

同  －   4,100千円  215,789円  

住 居 手 当  １ ．自 ら 居 住 す る

た め の 住 宅 を 借

り 受 け 、月 額 1 2 , 0

0 0円 を 超 え る 家

賃 を 支 払 っ て い

る 職 員  

 

・ 家 賃 2 3 , 0 0 0円 以 下  

家 賃 － 1 2 , 0 0 0円  

・ 家 賃 2 3 , 0 0 0円 以 上 5 5 , 0 0

0円 未 満  

(家 賃 － 2 3 , 0 0 0 )× 0 . 5＋ 1 1

, 0 0 0  

・ 家 賃 5 5 , 0 0 0円 以 上 2 7 , 0 0

0円 (支 給 限 度 額 )  

同  －  3,735千円  249,000円  

宿 日 直 手 当  職 員 が 宿 日 直 業

務 を し た 場 合 に

支 給  

1回  4 , 2 0 0円  

同  －  76千円  ―  

通 勤 手 当  町 外 か ら 通 勤 の

た め 、 片 道 3キ ロ

以 上 自 動 車 等 を

利 用 し て い る 職

員  

距 離 に 応 じ て 2 , 0 0 0円 か ら  

3 1 , 6 0 0円 支 給  

異  
片 道 2キ ロ 以 上

か ら 支 給  
667千円  222,333円  

管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

管 理 職 手 当 が 支

給 さ れ て い る 職

員 が 週 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に

支 給  

週 休 日 又 は 祝 日 法 に よ る

休 日 等 も し く は 年 末 年 始

の 休 日 等 に 勤 務 し た 場 合 、

6時 間 未 満 の 場 合 8 , 0 0 0円 、

6時 間 以 上 の 場 合 1 2 , 0 0 0円

を 支 給  

同  －  288千円  36,000円  
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５  特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）  

 

区      分  給 料 月 額 等                     

給

料

 

町長  

副町長  

教育長  

7 0 0 , 0 0 0円  

6 1 1 , 0 0 0円  

5 6 6 , 0 0 0円  

報

酬

 

議      長  

副   議   長  

議 会 常 任 委 員 長  

議      員  

2 3 8 , 0 0 0円  

1 9 2 , 0 0 0円  

1 7 6 , 0 0 0円  

1 6 5 , 0 0 0円  

期
末
手
当 

町長  

副町長  

教育長  

（平成 27年度支給割合）  

6月期  1.20月分      12月期  1.375月分  

加算措置  15％  

議      長  

副   議   長  

議 会 常 任 委 員 長  

議      員  

（平成 27年度支給割合）  

6月期  1.20月分      12月期  1.375月分  

加算措置  15％  

退
職
手
当 

町長  
（算定方式）       （１期の手当額）        （支給時期）  

給 料 ×在 職 年 数 × 5 0 0 / 1 0 0   1 4 , 0 0 0 , 0 0 0       （ 任 期 毎 ）  

副町長  給料×在職年数× 3 0 0 / 1 0 0        7 , 3 3 2 , 0 0 0        （任期毎）  

教育長  給 料 ×在 職 年 数 × 2 5 0 / 1 0 0      5 , 6 6 0 , 0 0 0      （ 任 期 毎 ）  

 

（注）  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  

６  職員数の状況  

 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

               

（ 単 位：人 ） 

区 分
部 門  

職 員 数  対 前 年
増 減 数  

主 な 増 減 理 由  
平 成 2 7 年  平 成 2 8 年  

一 般 行 政 部 門  

議 会  1  1    

総 務  1 2  1 4  2  地 方 創 生 及 び 情 報 関 連 業 務 の 充 実  

税 務  2  2    

農 林 水 産  1  1    

土 木  3  3    

民 生  8  9  1  公 共 交 通 事 業 推 進 に 伴 う 業 務 増  

衛 生  4  4    

小 計  3 1  3 4    

特 別 行 政 部 門  
教 育  1 0  9  △ 1  退 職 に よ る  

小 計  1 0  9    

公 営 企 業 等  

会 計 部 門  

水 道  1  1    

そ の 他  2  2    

小 計  3  3    

合 計  4 4  4 6  2   

 

※総務・・・総務一般（財政、給与）、出納、戸籍、企画など  

※民生・・・民生、保育など  

※その他・・・国保など  
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部門別  

( 2 )  年齢別職員構成の状況（平成２８年４月１日現在）  

 

 

 

区  分  

 

20歳  

 

未満  

20歳  

～  

23歳  

24歳  

～  

27歳  

28歳  

～  

31歳  

32歳  

～  

35歳  

36歳  

～  

39歳  

40歳  

～  

43歳  

44歳  

～  

47歳  

48歳  

～  

51歳  

52歳  
～  

55歳  

56歳  

～  

59歳  

60歳  

 

以上  

 

計  

 

 

職員数  

 

人  

1  

 

人  

3 

 

人  

6  

 

人  

7 

 

人  

7 

 

人  

8  

 

人  

8  

 

人  

2  

 

人  

1  

 

人  

3  

 

人  

-  

 

人  

-  

 

人  

4 6  

 

 

(３ ) 職員数の推移  

（ 単 位 ： 人 ・ ％ ）  

 平成 23年  平成 24年  平成 25年  平成 26年  平成 27年  平成 28年  
過去５年間  

の増減数（率）  

一般行政  29 30 31 33 31 33  4(13.8％ ) 

教育  10 10 10 10 10 9  △ 1(△ 10％ ) 

公営企業等会計計  3 3 3 3 3 3  (0％ ) 

計  42 43 44 46 44 46  4(9.5％ ) 

 

 

 

 

 

年  度  
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第２章 職員の任免及び職員数に関する状況 

１．任用の状況  

（１）採用者数  

 平成２７年度に新たに採用された職員の状況は次のとおりです。  

一般事務   ２名  

 

 （２）退職者数  

 平成２７年度に退職した職員の状況は次のとおりです。  

一般事務   １名  
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第３章 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成２８年４月１日現在） 

 

１．  勤務時間  

（１）勤務時間等  

 職員の勤務時間については、条例等により、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間あ

たり３８時間４５分としており、公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職

員を除き、その勤務時間は月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７時間４５分としてい

ます。  

 また、一般的な職員の勤務時間は午前８時３０分から午後５時１５分までとなっており、休憩時間は

午後０時から午後１時までとなっています。  

 週休日とは勤務時間を割り振らない日をいい、原則として日曜日及び土曜日が週休日となっています。 

 休日とは、正規の勤務時間において勤務を要しない日をいい、国民の祝日に関する法律に規定する休

日又は年末年始の休日（１２月２９日から１月３日まで）をいいます。  

 

２．休暇の種類  

 職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇があります。  

 

（１）年次有給休暇  

 年次有給休暇は、１年ごとに付与する休暇で、その日数は１年において２０日となっており、１日ま

たは１時間単位で取得することができます。また、年次有給休暇は当該年の翌年に２０日を超えない範

囲内の残日数を繰越することができます。  

 

（２）病気休暇  

 職員が疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合の休暇

です。  

・  労働安全衛生法第６８条の規定に基づき厚生労働省令で定められた疾病にかかっている期間  

・  上記の疾病（予防注射又は予防接種による著しい発熱等の場合含む）又は負傷については、医師の

証明等に基づき必要最小限度の期間  

・  上記２つに規定する場合であって、公務によらない結核性疾患にあっては１年以内、その他の私傷

病にあっては引き続き９０日を超えない期間とする  

 

（３）特別休暇  

 選挙権の行使、交通機関の事故等特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合における

休暇とする。  

 

（４）介護休暇  

 職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母などで、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわた

り日常生活を営むことに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが認められる場合における

休暇で、連続する６月の期間内において必要と認められる期間とし、その勤務しない期間については無

給とする。  

 

（５）組合休暇  

 組合休暇は職員が任命権者の許可を得て、正規の勤務時間中に登録された職員団体の業務又は活動に

従事する期間とし、その勤務をしない期間については無給とする。  
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３．育児休業、部分休業  

（１）育児休業  

職員は任命権者の承認を受けて、職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日

まで育児休業を取得することができる。  

（２）部分休業  

職員は任命権者の承認を受けて、職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日

まで、１日の勤務時間の始めまたは終わりにおいて１日を通じて２時間を超えない範囲で部分休業をす

ることができる。  

 

第４章 職員の服務等の状況 

１．年次有給休暇等の取得状況  

 平成２７年の取得状況は次のとおりです。  

平成２７年度平均取得日数  平成２６年度平均取得日数  

 １０．４日  ９．５日  

 平成２７年度の病気休暇の取得はいませんでした。  

 

２．育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況  

 平成２７年度新たに育児休業の取得をした職員は１名です。  

 平成２７年度新たに部分休業の取得をした職員はいません。  

平成２７年度新たに介護休暇の取得をした職員はいません。  

 

３．懲戒処分等  

 平成２７年度の分限処分はありません。  

 平成２７年度の懲戒処分はありません。  

 

第５章 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の状況  

 初任者研修などの階層別研修や、職員が現在ついている職の職務と責任の遂行に必要な知識を習得さ

せるための各種研修について受講しています。  

 

第６章 職員の福祉の状況 

（１）健康診断の実施（平成２７年度）  

   健康診断受診者数    １１名  

   人間ドック受診者数   ３４名  

 

（２）公務（通勤）災害の状況  

   平成２７年度の公務災害の認定件数は０件です。  

 

（３）互助会等（平成２７年度）  

   高知県市町村職員共済組合  会員数 ４７名   

掛 金 ８７６，３９２円    負担金 ８７７，８６２円  


